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重点分野 営業の許可・認可に係る手続 

省 庁 名 農林水産省 

論  点 １．全体として 
 
① 削減方策として全般的に「書類の押印の省略を徹底」するとされてい

るが、 

（１）現状、どのような形で押印が義務付けられているのか。 

（２）具体的に、どのように押印の省略の徹底を進めるのか。 

（３）通常、押印は真正性や本人意思の確認として求めているとされてい

るが、こういった点については、押印省略によっても担保されると考

えているのか。（評価基準１－②関係、自己点検結果Ａ） 

【回  答】 

①   

（１） 農林水産省が作成した『「行政コスト」削減のための基本計画』に

おいて、「書類の押印の省略を徹底」することとした法律に関する押

印義務の現状は次のとおり。 
 

ⅰ）様式に押印欄を設ける等により押印を義務付けているもの 

・愛がん動物用飼料の安全性の確保に関する法律 

・獣医療法 

・医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関 

する法律 

・漁業法 

・水産資源保護法 

・内水面漁業の振興に関する法律 
 

ⅱ）氏名を自署する場合においては押印を省略することができると

しているもの 

・肥料取締法 
 

ⅲ）押印を義務付けていないもの 

・農産物検査法 

・主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律 

 

 

論点に対する回答（農林水産省） 

資料３ 
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（２）「書類の押印の省略を徹底」することについては、次の通り進める。 

ⅰ）（１）のⅰ）については、現状、文章の真正性や本人意思を確認

する目的で押印を求めているが、 

①  民事訴訟法第 228 条第４項において、私文書は、本人の署名

があれば、押印がなくとも、真正に成立したものと推定する旨

規定されていること 

② 他法令においても、既に、氏名を自署する場合には押印を省

略できるとしているものがあること 

を踏まえ、行政手続の簡素化を図り、申請者の負担を軽減するた

め、今年度中に様式を定める省令等を改正し、氏名を自署する場

合においては押印を省略することができる旨を規定する。 
  

ⅱ）（１）のⅱ）及びⅲ）については、氏名を自署する場合において

は押印を省略することができること、又は押印が不要であること

を当該手続の記載例に明示してホームページ等で改めて周知す

るなど、押印省略の徹底を図っている。 

 

（３） （２）の①のとおり、民事訴訟法において、私文書は本人の署名

があれば、押印がなくとも、真正に成立したものと推定するとされ

ていること、さらに、許認可等事務の遂行に当たり、必要に応じて、

申請者に直接連絡・確認を行うことから、署名があれば押印を省略

しても、真正性や本人意思の確認は担保されるものと考えている。 
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（参考）様式において押印欄を設けている例（動物用医薬品等取締規則様式

第六十四号） 
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（参考）自署する場合において押印の省略を認めている例（肥料取締法施行

規則様式第八号の三） 
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重点分野 営業の許可・認可に係る手続 

省 庁 名 農林水産省 

論  点 ２．漁業法 
 
② 都道府県知事の漁業の許可は手続件数も多く（11 万件/年）、電子申請

導入のニーズは一定程度存在するとも考えられるが、農林水産省が主導

して電子申請の仕組につき、検討する余地はないか。（評価基準４関係、

自己点検結果Ｂ） 

【回  答】 

①  都道府県知事の許可に係る事務であることから、一義的には知事の判

断となるが、申請の事前相談をメールで行うなど、手続の電子化を推進す

ることにより行政手続の電子化が図られるよう、県に対して理解と協力

を求めてまいりたい。 

なお、導入にかかるコストやセキュリティの確保、本人確認の方法など

を総合的に検討する必要があるため、都道府県の理解を得ながら進めて

いく必要がある。 


